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大分県最低賃金は、令和５年 10 月６日から時間額８９９円へ 

～ 現行の時間額８５４円から４５円の引上げ ～ 

 

 

〇 「大分県最低賃金」（現行：時間額 854 円）の改正について、

本日（令和５年８月 28 日）開催された大分地方最低賃金審議会

（会長 井田
い だ

雅
まさ

貴
き

）において、「同年８月 10 日の同審議会の答申

どおり決定することが適当である」旨の答申があったことから、

大分労働局長（佐藤
さ と う

広道
ひろみち

）は、「時間額 899 円」(引上げ額 45 円)

とすることに決定しました。 

〇 改正後の大分県最低賃金（時間額 899 円）は、官報公示（令和

５年９月６日予定）後の 30 日を経過する令和５年 10 月６日に発

効することとなります。【別添資料１～３参照】 

〇 大分労働局では、管下の労働基準監督署・公共職業安定所（ハ

ローワーク）と共に、改正後の大分県最低賃金の周知を図るとと

もに、上記の大分地方最低賃金審議会の答申も踏まえ、「業務改

善助成金」【裏面及び別添資料４参照】について、県内の中小企業・小

規模事業者の皆様に一層ご活用いただくよう合わせて周知に努め

てまいります。 
 

 

【参考：大分県最低賃金額と前年度上昇率、上昇額】 

 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

最低賃金額 790円 792円 822円 854円 899円 

対前年度上昇率 3.67％ 0.25％ 3.79％ 3.89％ 5.27％ 

対前年度上昇額 28円 2円 30円 32円 45円 

 
 

令和 ５ 年 ８ 月 28 日 （月） 
【照会先】 

大分労働局労働基準部賃金室 
室   長  金田 博幸 
室長補佐  田口 嘉久 

（電話）097（536）3215 内線 641 
 

Press Release 



 

※大分県最低賃金は、県内の臨時・パート・アルバイト等を含むすべての労働者に適
用されます。 

 
※業務改善助成金とは・・・最低賃金の引上げの環境整備対策として、生産性向上に
取り組む中小企業・小規模事業者への支援を行う制度です。 

事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）の引き上げ、設備投資等を行った中
小企業・小規模事業者等に、その費用の一部を助成します。 

 
≪業務改善助成金コールセンター≫ 

業務改善助成金についてご不明点等は、コールセンターまでお問い合わせください。 
TEL ０１２０－３６６－４４０ 受付時間 平日 ８：３０～１７：１５ 

 
【注意事項】 
・令和５年度の申請締切は、令和６年１月 31日です。（郵送の場合は必着） 
・本助成金は予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。 

・業務改善助成金の内容は、今後変更となることがあります。大分労働局又は厚生労働省の
ホームページをご確認ください。 
 
 

≪添付資料≫ 
    １ 令和５年度審議日程 
    ２ 地域別最低賃金の改正手続の流れ 

３ 最低賃金法【抄】 
    ４ 大分県の最低賃金（地域別）の推移 

５ 令和５年度業務改善助成金のご案内 
     
 



年月日 曜日 開始時刻 会議名称 議事内容

7月4日 火 14:00 本審 会長等選出、改正諮問、運営規程 済

7月27日 木 13:30 専門部会
部会長選出、運営規程、

参考人意見聴取
済

8月1日 火 13:30 本審
目安伝達

特定最賃必要性有無諮問
済

8月1日 火 本審終了後 専門部会 金額審議（１回目） 済

8月3日 木 10:00 専門部会 金額審議（２回目） 済

8月7日 月 10:00 専門部会 金額審議（３回目） 済

8月10日 木 10:00 専門部会 金額審議（４回目） 済

8月10日 木 16:00 本審 答申：10月６日（金）発効 済

8月17日 木 13:30 運営小委員会
特定最賃必要性の有無審議

参考人意見聴取
済

8月28日 月 10:00 本審 異議審議（8月10日答申分） 済

9月25日 月 13:30 特定最賃合同会議

9月28日～

10月24日
各部会 金額審議

10月25日 水 13:30 本審 特定最賃答申：12月25日（月）発効

11月10日 金 10:00 本審 異議審議

3月5日 火 16:00 本審 意向表明

*上記日程は変更となる場合があります

令和5年度審議日程

資料１



資料２ 

 

地域別最低賃金の改正手続の流れ 

 

中央最低賃金審議会  地方最低賃金審議会 

【目安審議】  【地域別最低賃金審議】 

諮  問  諮  問 

↓  ↓ 

調査審議   

↓ 目安を提示  

答  申  調査審議 

   

   

  ↓ 

  答  申 

  ↓ 

  異議申出に係る調査審議※ 

  ↓ 

  決  定 

  ↓ 

  決定の公示 

  ↓ 

  発  効 

 

※ 関係労使からの異議申出があった場合に開催 



 資料３ 
 

最低賃金法（昭和 34年法律第 137号）【抄】 

 
 

（地域別最低賃金の決定） 

第十条 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、一定の地域ごとに、中央最低賃金審議会

又は地方最低賃金審議会（以下「最低賃金審議会」という。）の調査審議を求め、その

意見を聴いて、地域別最低賃金の決定をしなければならない。 

２ 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、前項の規定による最低賃金審議会の意見の提

出があつた場合において、その意見により難いと認めるときは、理由を付して、最低賃

金審議会に再審議を求めなければならない。 

 

（最低賃金審議会の意見に関する異議の申出） 

第十一条 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、前条第一項の規定による最低賃金審議

会の意見の提出があつたときは、厚生労働省令で定めるところにより、その意見の要旨

を公示しなければならない。 

２ 前条第一項の規定による最低賃金審議会の意見に係る地域の労働者又はこれを使用

する使用者は、前項の規定による公示があつた日から十五日以内に、厚生労働大臣又は

都道府県労働局長に、異議を申し出ることができる。 

３ 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、前項の規定による申出があつたときは、その

申出について、最低賃金審議会に意見を求めなければならない。 

４ 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、第一項の規定による公示の日から十五日を経

過するまでは、前条第一項の決定をすることができない。第二項の規定による申出があ

つた場合において、前項の規定による最低賃金審議会の意見が提出されるまでも、同様

とする。 

 

（地域別最低賃金の改正等） 

第十二条 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、地域別最低賃金について、地域におけ

る労働者の生計費及び賃金並びに通常の事業の賃金支払能力を考慮して必要があると

認めるときは、その決定の例により、その改正又は廃止の決定をしなければならない。 

 

（地域別最低賃金の公示及び発効） 

第十四条 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、地域別最低賃金に関する決定をしたと

きは、厚生労働省令で定めるところにより、決定した事項を公示しなければならない。 

２ 第十条第一項の規定による地域別最低賃金の決定及び第十二条の規定による地域別

最低賃金の改正の決定は、前項の規定による公示の日から起算して三十日を経過した日

（公示の日から起算して三十日を経過した日後の日であつて当該決定において別に定

める日があるときは、その日）から、同条の規定による地域別最低賃金の廃止の決定は、

同項の規定による公示の日（公示の日後の日であつて当該決定において別に定める日が

あるときは、その日）から、その効力を生ずる。 



資料４

時間額 引上額

(円) (円)

H14 606 1 H14.10.1

H15 606 0 据え置き

H16 607 1 H16.10.1

H17 610 3 H17.10.1

H18 613 3 H18.10.1

H19 620 7 H19.10.20

H20 630 10 H20.10.29

H21 631 1 H21.10.1

H22 643 12 H22.10.24

H23 647 4 H23.10.20

H24 653 6 H24.10.4

H25 664 11 H25.10.20

H26 677 13 H26.10.4

H27 694 17 H27.10.17

H28 715 21 H28.10.1

H29 737 22 H29.10.1

H30 762 25 H30.10.1

R1 790 28 R01.10.1

R2 792 2 R2.10.1

R3 822 30 R3.10.6

R4 854 32 R4.10.5

R5 899 45 R5.10.6

※平成14年度から最低賃金額表示方式が日額・時間額併用方式から時間単価方式に変更

　大 分 県 最 低 賃 金 （地域別） の 推 移

　  　    　　　額
  年度

発効年月日
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